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第２章 地域ブロック別の住まいの状況  
九州の住まいの状況は、北部九州を中心とするエリアとその他のエリアで大

きく異なっています。 
このため、第２章では、九州内を、住宅需要圏域に区分した上で、その圏域

を、福岡都市圏、北九州都市圏、核都市ブロック、多自然居住ブロックの４つ
のブロックに分けて、それぞれの住まいの状況を概括します。 

 

＜住宅需要圏域・地域ブロックの考え方＞ 
住宅需要圏域は、人口 10 万人以上で昼間人口が夜間人口を上回る母都市 14 都市への通勤通

学人口が 500 人以上で、在住通勤通学者の 5％以上である市町村の範囲を設定し、都市間距離
が 20km 以下の久留米・佐賀を合体し、全 13 都市圏とした。 
これを以下の４つに分類。 
 ○福岡都市圏 
 ○北九州都市圏 
 ○核都市ブロック（福岡・北九州以外の住宅需要圏） 
 ○多自然居住ブロック（住宅需要圏以外の区域） 
 

・住宅需要圏域・地域ブロックの位置図 
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・地域ブロック別の主要な指標 
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２－１ 地域ブロック別の住まいの状況 

(1) 人口移動 
  多自然居住ブロックから核都市ブロックへ、さらに北部九州ブロックへ 

の人口移動が顕著。北部九州ブロックは人口ダムの役割。 

なお、人口移動の後背地となっている多自然居住ブロックでは、人口減

少と高齢化が急速に進展。 

 

 

・九州の人口移動        ・市町村別人口増減（1990-2000：住民基本台帳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典：九州データ・ブック2002：西日本新聞社＞ ＜出典：九州・新長期ビジョン：国土交通省九州地方整備局＞ 
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・市町村別高齢化率の予測 

■市町村別高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典：九州経済白書1999：（財）九州経済調査協会＞ 

 

・高齢者のみ世帯割合 
急速な高齢化の進展のなか、単身・夫婦の高齢者のみの世帯の割合が高く、多自然居住ブ

ロックでは、１／４となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）高齢者：本ビジョンでは65歳以上を高齢者としている。（国勢調査、住宅・土地統計調査等と同様） 

■高齢者のみ世帯の割合（平成10年）

11.1

7.3

8.3

4.7

7.7

13.7

10.0

10.4

6.6

10.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ 

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

％

＜住宅・土地統計調査＞
単身主世帯 夫婦主世帯

107

102

255

384

（全世帯）

千世帯

　4,738

　947

　547

　2,216

　1,028

848



 19

(2)住宅の所有関係・規模 
  大都市ほど、持ち家が少なく、規模が小さい傾向。  

 

・住宅の所有関係 
持家の割合は福岡都市圏では１／２、多自然居住ブロックでは３／４。福岡都市圏では、非

木造民営借家の割合が１／４と大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
・住宅の平均規模（平成10年） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
＜住宅・土地統計調査＞ 

・住宅の規模分布 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■持ち家規模分布（平成10年）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

50㎡
未満

～59㎡ ～69㎡ ～79㎡ ～89㎡ ～99㎡ ～119㎡ ～149㎡ ～199㎡ 200㎡
以上

＜住宅・土地統計調査＞

％
■借家規模分布（平成10年）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

20㎡
未満

～29㎡ ～39㎡ ～49㎡ ～59㎡ ～6 9㎡ ～79㎡ ～89㎡ ～99 ㎡ 100㎡
以上

＜住宅・土地統計調査＞

％

■住宅の所有関係（平成10年）

75 .4

63.3

50 .0

62.8

9.0

8 .1

9.6

11.4

10.7

10.9

10.8

4 .4

15.2

14.7

25 .2

14.7

3.8

4.9

3.5

58.1 12.7

6 .8

7 .9 2 .8

3 .3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

＜住宅・土地統計調査＞

持ち家

公共借家

民借（木造）

民借（非木造）

給与住宅

千戸
4,738

947

547

2,216

1,028

九　州

福岡都市圏

北九州都市圏

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

■住宅の平均規模（平成10年）

92.3

118.5

79.7
85.7

93.8

48.3

104.2

48.544.2

115
113

47.3

120.2119.5

57.4

0

20

40

60

80

100

120

140

全体 持家 借家 ＜住宅・土地統計調査＞

㎡

九　州

福岡都市圏

北九州都市圏

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ
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 (3) 住宅の建て方・構造・建築時期 
  大都市ほど、戸建、木造が少なく、建築時期は新しいものが多い。  

 

・住宅の建て方 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

・住宅の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・住宅の建築時期 

 

■住宅の建て方（平成10年）

54.5

5.3

3.2

5.8

11.7

27.7

44.1

28.064.0

43.3

82.8

66.4

7.5

3.5

4.3

2.4

3.7

9.4

0.2

32.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

＜住宅・土地統計調査＞

一戸建

長屋建

共同建（マンション）

共同建（借家）・その他

千戸
4,738

947

547

1,028

2,216

■住宅の構造（平成10年）

47.2

40.4

30.8

16.8

19.0

17.8

15.5

30.3

40.6

51.4

32.5

67.7

47.6 19.9

22.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

＜住宅・土地統計調査＞

木造

防火木造

非木造

千戸
4,738

947

547

2,216

1,028

■住宅の建築時期（平成10年）

4.58.6

12.5

11.8

13.3

9.4

11.6

25 .6

27.4

30.5

26.2

27.1

23.0

27.3

25.6

33.3

27.3

10.9

13.2

11.9

16.5

13.2

7.5

7.2

4.9

9.8

2.2

5.4

12.5

3.7

8.2

7.9

5.7

8.8

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

＜住宅・土地統計調査＞

終戦前

～S35

～S45

～S55

～H2

～H7

～H10

千戸
4,738

947

547

2,216

1,028
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 (4) 居住水準 
  最低居住水準や誘導居住水準に満たない世帯の割合は、各ブロックでほぼ

同様。 
 

 

・居住水準の状況 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

・最低居住水準未満世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■圏域別居住水準の状況（平成10年）

3.6

4.4

4.4

48.0

49.9

49.2

49.0

49.2

11.2

15.1

22.4

12.4

43.5

34.5

31.0

24.3

34.14.2

4.6

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ

核都市ﾌﾞﾛｯｸ

北九州都市圏

福岡都市圏

九　　州

＜住宅・土地統計調査＞

最低居住水準未満

最低以上誘導未満

都市型誘導以上

一般型誘導以上

千戸
4,738

947

547

2,216

1,028

■最低居住水準未満世帯の割合（平成10年）

1.4

16.0

1.1

6.0

1.41.4

12.0

7.7

1.7

7.5

11.7

7.0

14.6
13.4

5.5

13.1
14.4

16.4

9.4

16.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

持ち家 公営の借家 民営借家
（木造）

民営借家
（非木造） ＜住宅・土地統計調査＞

％

九　州

福岡都市圏

北九州都市圏
核都市ﾌﾞﾛｯｸ

多自然居住ﾌﾞﾛｯｸ
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２－２ 福岡・北九州都市圏の住まいの特徴 

(1) 人口・世帯の状況（福岡都市圏） 
  福岡都市圏では 人口の伸びは鈍化。中心部では、単身世帯の割合が増加。  

 

・福岡都市圏の人口の推移 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

・福岡市における世帯構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

・小学校児童数及び学級数の推移(福岡市Ｓ60-Ｈ12) 

 

 
■小学校児童数と学級数の推移（福岡市）

104
96

85

7576788082
889092949798100102

2809 2830

2620

2366

60

70

80

90

100

110

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12

千人

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

資料：福岡市統計書（教育委員会総務部企画課）

学級

児童数

学級数

■福岡都市圏の人口の推移

1,002 1,089 1,160 1,237 1,285 1,341

836 956 1,037 1,106 1,198 1,258

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 ＜国勢調査＞

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

24.0
人口：千人 人口増加率（％）

福岡市以外

福岡市

福岡市以外

福岡市

2,044
2,198

2,343
2,483

2,599

1,838

【人口】

【人口増加率】

■福岡市における世帯構成の推移

43.1

40.5

36.7

33.2

26.6

12.5

12.6

27.2

30.1

34.0

37.2

42.5

7.9

7.5

7.4

7.0

6.8

7.1

7.8

8.7

10.0

11.5

14.8

14.1

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12

H7

H2

S60

S55

＜国勢調査＞

単身世帯

夫婦のみ世帯

夫婦と子供

片親と子供

その他

世帯
366,122

431,905

483,712

539,488

594,861

 単身世帯　  夫婦のみ世帯
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 (2) 福岡都市圏の動向 
  昭和３０～４０年代に、市街地が大きく拡大。居住者の年齢層が偏り、

急激な高齢化や公益施設のアンバランスなどが問題。近年は人口の都心回

帰傾向。 

 

 
・福岡都市圏のＤＩＤの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜資料：福岡市＞ 

・中央区・博多区の人口動向 

 
（S60を100とした場合の人口の変化） 

 
＜都市基盤整備公団「福岡市における借家需要調査報告書」＞ 
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 (3) 北九州市の動向 
  北九州都市圏では、産業構造の転換等により、都市内に低未利用地が発生。  
 

・北九州市のＤＩＤの推移（Ｓ35-Ｓ60） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料：北九州市建築局＞       

・北九州都市圏の低未利用地の状況 

工業地域周辺や斜面地に工場や社宅等の跡地などの低未利用地（約500ha）が発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜資料：北九州市建築局＞       
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 (4) 福岡・北九州都市圏の住宅事情 
  借家比率が高く、福岡市は東京２３区とほぼ同様の水準。 

 借家率と人口の移動率には正の相関関係が見られ、福岡市は主要都市の中

でも最高レベル。 

 

・住宅の所有関係（福岡・北九州都市圏） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・13大都市の移動率・借家率の相関図 

 
＜資料：都市基盤整備公団「福岡市における借家需要調査報告書」＞ 

 

・福岡・北九州都市圏市町村人口の推移（1970-2000）＜資料：国勢調査：福岡県内 

の両都市圏のみ表記＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
人口減少

人口増加20％未満

人口増加21％～

人口増加50％～

人口増加100％～

福岡都市圏 北九州都市圏 

北九州市 

福岡市 

■福岡・北九州都市圏の住宅の所有関係（平成10年）

42.8

36 . 8

61 . 3

62.8

58 . 1

52.4

50.0

38.3

9 .3

12.7

12.7

11.5

42.8

44.7

27.9

25.6

25.4

30.5

36.1

44.0

8.7

6.8

9.0

8 .1

6 . 2

5 . 0

9 . 7

4.0

3.5

3.8

4.5

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

東京23区

全　国

九　州

北九州都市圏

北九州市

福岡都市圏

福岡市

＜住宅・土地統計調査＞

持ち家

公営・公団・
公社の借家

民営の借家

給与住宅

千戸

549

947

382

547

4,738

43,922

1,723

4,942
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●民間賃貸住宅の現状 

 
 

 民間賃貸マンションは、住戸規模の小さいものが中心で、ファミリー向けが少ない。 

また、木造の民営借家は更新が進んでいない。 
 
・民間賃貸マンション(民営借家非木造)の規模構成（福岡・北九州都市圏） 

 

 

 

 

 
 

 

・民営借家の建築時期構成（福岡・北九州都市圏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

●分譲マンションの現状 
 分譲マンションは確実に増加し、福岡市は全国有数のマンション都市。永

住意識が高まっており、修繕等の管理の適正化が必要。また、近い将来更新

時期を迎えるマンションが急増(築３０年以上のマンション1.2千戸、10年後

に21.4千戸)。 

 

 

・マンション着工戸数の推移（九州・福岡県） 
 

 

千戸 

＜資料：住宅金融公庫調査＞
（年）

■民営借家建設時期（平成10年　福岡・北九州都市圏）

6 .9

18 .7 12 .4

8 .5

15 .7

0.7

3 .0

10 .8

17 .6

17 .8

27.8

33 .2

47 .4

30 .5

22 .9

14.8 7 .6

3 .7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全住宅

民営借家（木造）

民営借家（非木造）

＜住宅・土地統計調査＞

～S35

～S45

～S55

～H2

～H7

～H10

千戸

310

158

1,494

■民間賃貸マンションの住戸規模構成（平成10年　福岡・北九州都市圏）

5.2

10.2

17.2

8.8

17.4

26.3

7.9

20.6

11.8

9.4

16.3

12.9

9.3

12.7

7.1

10.3

7.6

5.7

8.4 9.7

4.2

3.1

14.9

43.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全住宅

民営借家（木造）

民営借家（非木造）

＜住宅・土地統計調査＞

20㎡未満
20～29
30～39
40～49
50～59
60～69
70～79
80㎡以上
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・分譲マンションの住戸規模別分布     ・建築時期別分布(福岡・北九州都市圏) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マンションでの永住意識（福岡市） 
マンションでの永住意識は高くなりつつあり、転居志向と永住志向がほぼ同数。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・築年数に応じた住宅の修繕時期等の目安 

＜資料：住宅金融公庫資料より作成＞

■マンションでの永住意識

26.2

20.1

18.0

11.6

5.6

6.0

7.2

8.6

12.3

34.1

40.5

41.7

20.7

25.0

21.0

0.2

0.2

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ10

Ｈ5

Ｓ63

＜資料：マンション管理に関する入居者意識調査　福岡市＞

ずっと住むつもり

住まざるを得ない

転居せざるを得ない

転居するつもり

わからない

無回答

■建設時期別分譲マンション戸数（平成10年）

14 .5

29 .7 29 .2

14.6

5.7

13 .2
8 . 3

3 . 9

0.0 0.6
0.20 . 4

0

10

20

30

40

50

～S35 ～S45 ～S55 ～H2 ～H7 ～H10年

＜住宅・土地統計調査＞

千戸

福岡都市圏 北九州都市圏

■分譲マンションの規模別分布
（平成10年　福岡・北九州都市圏）

8.7

9.7

8.2

27 .4

7.6

9.6

29 .7

10 .0

18 .8

6.9

11 .7

7.2

29.8

54 .0

4.6

3.6

3.0

31.3

3.6

8.4 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全住宅

持ち家

分譲
マンション

＜住宅・土地統計調査＞

50㎡未満 50～59 60～69 70～79
80～89 90～99 100㎡以上

千戸

120

770

1,494
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２－３ その他のブロックの住まいの特徴 

(1) 人口構成の状況 
  核都市ブロックも、まもなく人口減。多自然居住ブロックでは既に高齢

化・過疎化が急速に進行。 

 

 

・福岡県を除く人口の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・多自然居住ブロックの五歳階級別人口構成（宮崎県の例） 

高齢人口が突出し、若年労働力が非常に少ない状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・五歳階級別人口増減数 

就学や就職を契機とする人口の転出傾向が強く現れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■５歳階級別人口増減数（鹿児島県　高山町）
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＜国勢調査＞

H7→H12での増減

H2→H7での増減

■多自然居住ブロックの五歳階級別人口構成（平成12年）

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0
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15～19

20～24

25～29
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70～74
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80～84
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95歳～

％

＜国勢調査＞

宮崎県

西臼杵郡

■福岡県を除く人口の推移・推計

3,560

5,068

8,567 7,552

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37

～H12：国勢調査
H17～：国立社会保障・人口問題研究所
　　　　　（平成14年3月推計）

千人

福岡県人口の推移・推計

福岡県を除く人口の推移・推計 
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(2) 多自然居住ブロックの地理的特性 
  島嶼、半島等が多く、ほとんどの市町村が過疎地域に指定。  

・ 九州の過疎地域指定状況 

 
 

 

 

＜資料：総務省 自治行政局 過疎対策室＞         ＜資料：国土交通省 都市・地域整備局＞ 

・離島振興法           ・九州の離島分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜資料：国土交通省 都市・地域整備局＞ 

 

 

＜九州・新長期ビジョン：国土交通省九州地方整備局＞ 

■離島振興対策実施地域

県 地域 島 市 町 村

福岡県 1 8 2 3 1

佐賀県 1 7 1 3

長崎県 8 55 4 29 1

熊本県 1 6 4

大分県 2 7 2 2 1

宮崎県 2 3 2 1

鹿児島県 7 19 2 6 6

22 105 13 48 9
28.9% 39.8%

全　国 76 264 52 100 26

39.3%九州計

■半島振興対策実施地域

名称 県 市 町 村

東松浦郡 佐賀県 1 4

佐賀県 1

長崎県 3 9

島原 長崎県 1 17

西彼杵 長崎県 9

宇土・天草熊本県 3 14

国東 大分県 2 8 1

宮崎県 1 1

鹿児島県 3 18

薩摩 鹿児島県 4 17
19 97 1

51 281 46

北松浦郡

全　国　23地域

31.0%
九州計　 8地域

大隅

 市町村数 　過疎指定市町村
全国 3,249 1,230 37.9%
九州 517 278 53.8%
福岡県 97 26 26.8%
佐賀県 49 14 28.6%
長崎県 79 45 57.0%
熊本県 94 54 57.4%
大分県 58 45 77.6%
宮崎県 44 22 50.0%
鹿児島県 96 72 75.0%

■過疎地域指定市町村数
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(3) 多自然居住ブロック等での居住に対する意識（ＩＪＵターンの希望） 
  ＩＪＵターンへの潜在的需要者の３／４が仕事の確保に不安。  

・ＩＪＵターン希望者の意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜出典：国土交通省都市・地域整備局地方整備課＞ 
 
・ＩＪＵターン希望者にとってのＩＪＵターンの際の不安 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・多自然居住ブロックの居住者の意識（佐賀県富士町の例）  

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

＜佐賀県富士町住宅マスタープラン 平成13年＞     

■ＵＩターン希望者の割合

出身地
21.1%どこでも良い

24.8%

出身地以外の
主要都市地域

25.7% 出身地以外の
主要都市

11.4%

出身地付近な
らどこでも良い

8.1%

出身地付近の
主要都市

8.9%
Iターンしたい

37.1%

どこでも
よい

24.8%
Uターン
したい
38.1%

■ＩＪＵターン希望者にとってのＩＪＵターンの際の不安（３つまで回答）

7.9

11.8

13.3

15.7

22.9

24.8

32.1

74.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子供の教育環境

地方での交通手段

医療・福祉施設の整備状況

気候・風土の違い

住宅の確保

　地域独特の慣習や人間関係

収入の低下

自分にあった仕事の確保

％

＜出典：都市・地域整備局地方整備課＞

■日常生活に不便を感じていること

子供・親戚類
が遠い

3%

良い住宅・
土地の不足

9%

就業先が
遠い
29%

生活利便施
設が遠い

24%

公共交通が
少ない

14%

住環境が整
備されていな

い
13%

その他
8%

 


